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（令和７年1〜3⽉期）

◆業種別の景況感について
�製造業の景況感は、「-7.9」から来期は「21.1」へ�と⼤きく改善予想され、建設業は、今期も
来期も好調�となっています。⼩売業は、景況感は悪化傾向であ�り、売上⾼・売上単価ともに低
下し、厳しい状況が継�続していることがDIから読み取れます。卸売業につい�ても、能登半島
地震の影響が、短期的な混乱だけでな�く、中⻑期的にも景況感の悪化に寄与していること�が、
反映されています。サービス業の景況感は横ばい�ですが、採算性（経常利益）DIがマイナスで
あり、悪�化しています。

��◆全体の景況感について
�今期（2024年度第４四半期）では、建設業とサー�ビス業の景況感が⽐較的⾼くなっていま
す。（建設業：�40.7、サービス業：20.3）。来期は、全体的にやや景�況感の改善が⾒込まれ
ており、全業種平均で「18.1」�から「18.1」とほぼ横ばいですが、製造業と建設業の�回復が
⽬⽴ちます。�⾃由回答では、能登半島地震による経済影響は、復�旧特需による⼀時的な活況と
深刻な被害による停滞が�併存する「⼆重構造」となっており、地域経済の基盤�縮⼩や労働負担
の増加、将来への不透明感が課題と�なっています。回復の度合いは業種・地域ごとに差が�⼤き
く、今後は復興の次段階として、⻑期的な地域再�⽣や観光再建、⽣活⽀援の取り組みが求めら
れます。�

◆⽶国相互関税による影響について
�管内では、⽶国相互関税の直接的影響は限定的なが�らも、建築資材や燃料などのコスト上昇懸
念が強まっ�ています。「トランプ関税の⾏⽅を�⾒て、国内外の設備投資が急減して�いる」
「⽶国⼦会社から中国への代�替輸出が相互関税の影響で中断」な�どの声もあり、今後の地域経
済への�波及が⼼配されます。
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